社会福祉施設等における感染症集団発生事例の公表基準
１  目的
    この基準は，高齢者，乳幼児，障害者等が集団で生活または利用する社会福祉施設および介護老人保健施設（以下「社会福祉施設等」という。）において感染症が集団発生した場合，感染症の患者等の人権を尊重しつつ，市内における感染症の拡大防止を図るとともに，広く市民に注意を喚起し，市民の健康を守るため，発生状況を公表するに当たり，必要な事項を定めるものとする。
２  公表の対象事例
    公表の対象事例は，「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号。以下「感染症法」という。）第６条第１項に規定する感染症とする。
３  集団発生の定義
    集団発生とは，社会福祉施設等において，同一の感染症の患者または疑われる者（以下「患者等」という。）が累積で１０名以上または全利用者の半数以上発生した場合をいう。
４  公表基準
    公表は，最初の患者等が発生してからの累積人数ではなく，ある時点において，患者等が１０名以上発生したときとする。
５  公表する情報
    公表する情報は，次に掲げるとおりとする。ただし，当該施設の利用者および周辺地域への感染拡大のおそれがないときは，公表しない場合もある。
  (1)  感染症が集団発生した施設の名称および所在地
  (2)  感染症の種類（疾病名及び疑われる感染症の種類）
  (3)  患者数
  (4)  患者の状況（症状および入院の有無）
  (5)  経過概要
  (6)  その他必要な事項
６  個人情報の保護
    公表に当たっては，個人情報の保護に留意する。
７  公表担当
    原則として，公表は当該施設の主管課が行う。
８  適用除外
    感染症法第６条第１項に定める感染症のうち，結核，重症急性呼吸器症候群（SARS）およびインフルエンザ（新型インフルエンザ等感染症を含む。）については，この基準を適用しないこととする。
附  則
  この基準は，平成２２年２月１６日から施行する。
